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概 要

下水処理場は放流水質基準を守るのみでなく，省エネ・創エネ，資源回収，水の再利用といった

機能も期待されている。機能発揮には地域特性に応じた価値の最大化や複数の下水処理場の連携・

統合管理が重要となる。そこで，下水処理場を流域における健全な物質循環拠点化とすべく，AI に

基づく流入予測を利用した運転計画立案システムを検討した。
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1．は じ め に

平成 26 年 7 月に策定された新下水道ビジョンでは

「循環のみち下水道の成熟化」のひとつとして，下水

道システムの『水・資源・エネルギーの集約・自立・

供給拠点化』が取り上げられている。そのなかで「下

水道の有する資源・ポテンシャルを最大限活用するこ

とで，下水道が地産地消の地域づくりに貢献すること

を目標とする」とされている2)。さらに，平成 29 年 8

月には新下水道ビジョン加速戦略がまとめられ，重点

項目として「汚水処理システムの最適化」(下水処理

場等複数施設の集中管理・遠隔制御等を行うための

ICT の活用や下水処理場等施設の統廃合の推進)，

「下水道の活用による付加価値向上」(各下水処理場の

処理方式や汚泥性状，地域特性に応じた汚泥利用によ

る付加価値の最大化や省エネ・創エネ技術，資源利用

技術の基礎研究レベルから実用化段階までの技術開

発) などが取り上げられた2)。

一方，ICT の活用については平成 29 年 2 月に

「i-Gesuido」がまとめられ，4 本の柱のひとつに「水

処理革命」があり，リアルタイム運転管理データの集

約や AI による最適運転の自動化を通じ，処理水量・

負荷削減量当たりのエネルギー等使用量・コストを削

減，安定した処理水質の提供，運転管理情報や水質リ

スク情報等のビッグデータ活用による新たな産業等の

創出が目標とされている3)。

そこで，下水処理場を流域における健全な物質循環

拠点化とすべく，下水処理場シミュレータを活用した

流入予測に基づく運転計画を立案し，創エネ・資源回

収・再生水といった多機能からの評価を可能とするシ

ステムを検討した。

2．下水処理場シミュレータ

下水処理場シミュレータとして使用する下水処理場

機能評価システム (PES；Performance Evaluation

System) の機能構成図を図 1に示す。省エネ診断や

再構築検討等に利用しているスタンドアロン型 PES

を中心とし，流域下水道の管理のように複数の下水処

理場の比較を可能とするネットワーク型 PESと，今

回の運転計画立案システムに使用するオンライン型

PES とから構成されている。水処理・汚泥処理の各

プロセスは処理ユニットとして定義されており，原単

位やフットプリント，水環境効率といった指標で総合

評価可能である。

PES のモデル式は一次反応で記述され，水処理

(標準活性汚泥法等) のみならず，汚泥処理 (濃縮・

消化・脱水・焼却) と連携した計算を可能としてい

る4, 5)。水質データとしては有機物 (BOD)・固形物

(SS)・窒素 (T-N)・リン (T-P) を同時に計算し，
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図 1 PES機能概要図



エネルギーとしては使用電力量を中心に扱い，焼却炉

の燃料使用量も対象としている。

なお，PESの実下水処理場への適用性については，

月単位での水量・水質データを利用することにより標

準法・高度処理法の処理水質が再現できることを確認

している6, 7)。

3．流入水量・水質予測に基づく下水処理場

の戦略的管理

流入水量・水質予測に基づく下水処理場の戦略的管

理の実現イメージを図 2に示す。下水処理場がその高

いポテンシャルを発揮し，流域の「水・資源・エネル

ギー循環拠点」となるべく，『戦略的管理ツールとし

て活性汚泥モデルベースの下水処理場シミュレータ』

を活用し，運転計画立案により自動運転を実現する。

シミュレータとしては水処理工程のみでなく汚泥処理

工程も含めたプラントワイドモデルを採用する。

① 流入水量・水質の予測

プラントフローモデル構築には流入水質 (有機物・

窒素・リン) や処理水質，運転管理情報 (下水処理

量・返送率・汚泥引抜率・使用電力量等) が必要とな

るが，これは過去の運転実績データを利用することに

より実施できる。(ビッグデータ活用)

とりわけ，下水処理場の運転計画立案における，主

要な変動要素である流入水の水量・水質の予測には

AI (機械学習) を活用する。下水処理場のポテン

シャルをフルに発揮するために流入水質を「発電・肥

料・水資源のポテンシャル」として捉えるといった発

想の転換も必要となろう。

② 下水処理場の能動的な運転管理

自動運転管理目標としては従来の放流水質のみでな

く，二軸管理8)で提案されているエネルギー消費も対

象とする。もちろん，瀬戸内海等で実施されている放

流水質の能動的管理にも対応可能とする。さらに，再

生可能エネルギーの固定価格買取制度 (FIT 制度)

の開始以降導入の進んでいる消化ガス発電を対象とし

た創エネ運転や，下水道へ流れ込んでいるリンの回収

(資源回収) を優先というような資源回収運転も目標

として選択可能とする。一方，近年，日本では優先度

の低い温室効果ガス (GHG) についても考慮するも

のとする。

③ 非定常時の運転計画

合流式下水道におけるゲリラ豪雨や，不定期な人間

活動 (コンサート活動等) の過去データからの学習の

みでは対応できないケースも想定され，流入予測の適

用条件の明確化や非定常時の運転計画立案システムで

の対応 (必要に応じた手動介入) も検討するものとす

る。

3. 1 AI を利用した流入水量・水質予測モデルの開

発

下水道の流入予測に関しては「スマート雨水管理」

の一環として B-DASH事業でも光ファーバー水位計

を用いた浸水被害の低減や，都市型レーダ雨量計等の

観測データから流出解析を活用した情報提供による住

民自助・共助の促進による地域防災力の向上が実施さ

れてきた9)。

一方，通常時の下水処理場の流入水質の把握につい

ては，酸素必要量 (OR) 計算に基づいた実下水処理

場の曝気制御のために初沈越流水の CODや NH4-N,

SSが測定されている。とりわけ，流入下水への適用

を考慮し，NH4-Nと SSに関しては水質測定ユニット

を設置している10)。同様に，活性汚泥モデルを反応タ

ンク制御に用いるために非接触で有機物 (固形性およ

び溶解性 COD) をモニタリングし，制御に利用可能

なレベルでの水質変動を把握した報告がある11)。非接

触の水質計測としては，流入下水ではないが有機物の

みでなく窒素等への適用も報告されており12)，今後は

流入水の各種水質項目がオンラインでモニタリングさ

れることが期待される。

ただし，下水処理場シミュレータにはいくつかの水

質項目の入力が必要であり，特定の水質項目から推定

することも有力であろう13)。

従来の運転計画立案システムでは図 3に示すような

過去の運転実績 (例えば，流入水質の通日試験デー

タ) からパターン化し，1日 1 回実績値で補正するこ

ととしていた14)。

今回は人間活動から定常的に提供される流入ポテン

シャルについて，AI を利用して変動パターンをベー

スとした水量・水質予測モデルを開発する。現在まで

に，「機械学習を利用した分析システム」のプロトタ

イプを試作し，下水ではないが重回帰モデルを利用し

た配水池残塩の予測では 7か月分のデータの学習によ

り 5 か月分の予測を行ったところ，平均誤差 0.4

mg/Lと 10%以下の予測精度が得られている。
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図 2 下水処理場の戦略的管理イメージ



さらに，同じく下水ではないが水質予測の事例とし

て深層 NN モデルでは重回帰モデルよりも予測精度

が向上するとも報告されており15)，併せて検討するこ

とも有効であろう。

ただし，現在日本では流入水質 (有機物・窒素・リ

ン) の連続モニタリングはあまり実施されておらず実

績データが入手できない可能性がある。そのため，閉

鎖性水域の水質保全のための総量規制で設置されてい

る「放流水の COD・T-N・T-P計」のデータから下

水処理場シミュレータによる逆推定を行い，変動パ

ターンへの入力とすることも考えられる。

また，活性汚泥モデルのパラメータ調整に必要な水

質詳細 (溶解性 BOD，NH4-N，PO4-P等) の把握の

ために，定期的なサンプリングによる水質分析と併せ

て評価するものとする。

3. 2 下水処理場シミュレータを用いた運転計画立案

運転計画立案システムとしては，東日本大震災を

キッカケとして「省エネモード」について検討した。

(他には，「通常モード」・「水質優先モード」) 一例と

して，循環式硝化脱窒法へ「省エネモード」を適用し

た時の，循環率の設定値と使用電力量を図 4に示す。

「通常モード」の循環率 100%で一定に対し，夜間と

昼間の循環率を下げることにより，処理水 T-N は

2〜3 mg/L 悪化したが負荷量ベースの日平均では 9.5

mg/L と目標値の 10 mg/L をクリアしており，使用

電力量は 1時間あたり 20〜30 kWh の削減となり，1

日では 1.1%の削減に繋がっていた14)。

運転計画立案システムは，近年導入の進んでいる能

動的管理 (季節別運転)16) へも適用が可能であり，

「能動的管理モード」として，季節ごとの放流水質目

標による運転計画を実施する。さらに，初沈で有機物

を積極的に回収する「創エネモード」，リンを水処理

工程から汚泥処理工程に移動し回収する「資源回収

モード」も検討している。

なお，自動化が技術的には可能となっても，いきな

り実下水処理場には適用されるとは限らない。そこで，

運転計画立案システムは「循環率・返送率・汚泥引抜

率」といった制御設定値を 1時間単位の表として作成

し，「既存制御システム」との役割分担を行う10)。

いったんオペレータが判断し，良いと判断した場合に

は制御設定値表を制御システムに反映するものとする。

ここでの，熟練オペレータの判断も次の学習の情報と

して利用するとともに将来的な完全自動化に向けての

向上を継続する。

3. 3 流域特性による下水処理場の健全な物質循環拠

点化

下水処理場は流域の水環境保全に大きく貢献してき

たが，「水・物質・エネルギー循環拠点」としての機

能を発揮するにあたっては，流域内に複数存在する下

水処理場を立地地点や利用者のニーズに応じて連携し

ていく必要がある。流域における統合管理の概念を

「流域センター」として図 5に示す。機能発揮の例と

して，沿岸域にある下水処理場は栄養塩の季節別運転

(能動的管理) を通じて，地域特有の野菜の産地に隣

接する地域ではリン地産地消を通じて物質循環の拠点
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図 3 水量水質変動パターン

図 4 省エネモード

図 5 流域センター概念図



となりうると考えられる。生活系廃水の多い地域では，

生ごみの受け入れや，ごみ焼却との連携によりエネル

ギー拠点になり，上流の水道水源や美しい水環境に恵

まれた地域では更に処理水を磨き，水循環の拠点にな

りうると考えられる。

上記，流域センターの実現には流域単位での下水道

整備計画や下水処理場からの放流負荷の水環境へ及ぼ

す影響の把握が重要となる。また，水環境中の水質の

モニタリングには自動観測装置が利用されており，下

水処理場への流入水質の変動の解析への参考となると

思われる。

4．お わ り に

下水処理場を流域における健全な物質循環拠点化と

すべく，下水処理場シミュレータを活用したAI を活

用した流入水量・水質予測システムに基づく運転計画

立案システムを提案した。

今後は，下水処理場が流域における「水・資源・エ

ネルギーの循環拠点」としての機能をフルに発揮でき

るように，流域センターとしての機能の実現も含めた，

実際の下水処理場の運転データを活用した運転計画立

案システムを早期の実用化が期待される。
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